
課所室業務棚卸総括表

16 部局 課所室 作成者（職） （氏名） （連絡先） 棚卸表コード No.

H16.7.20 福祉保健部 児童家庭課 － － － ⑯２福児０１ 6

実績(H15） 目標(H17) 人工数(人） 予算（千円）

76% 70%
130.0

(うち担当職員7人、
保育所職員123人)

3,894,465

未実績 ０件
130.0

(うち担当職員7人、
保育所職員123人)

3,894,465

実績(H15） 目標(H17)

０１

149人 122人

 平成16年度（前期）行政経営会議用  様式２

45,069

(1)認定保育施設関連事業
・認定保育施設助成事業
・認定保育施設低年齢児受入拡大事業
　（国の緊急雇用創出特別基金事業を活用した事業であり、１６年度が最終実施年度）

　　※保育所入所待機児童解消のための受入拡大、認定保育施設の機能強化

待機児童数
①認可保育所入所児童の適正な入所管理を行う
②既存認可保育所の受入数を増やす
③認定保育施設による受入数を増やす

保育担当業務に対する苦情数

活動概要（担当業務目的達成のための手段（２桁レベル））
事業費
（千円）

備考欄活動における指標

担当業務目的達成のための主な手段（４桁レベル）

成果指標

上位目的 子どもを安心して産み、育てやすい環境になる 子育てに不安を感じている家庭の割合

年度 担当（係）

作成日 保育担当

業務名称 保育に関する業務

担当業務
目的 本市の全ての子育て家庭のために保育サービスを行う

本市の保育に欠ける児童に保育の場を提供する
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実績(H15） 目標(H17)

活動概要（担当業務目的達成のための手段（２桁レベル））
事業費
（千円）

備考欄活動における指標

担当業務目的達成のための主な手段（４桁レベル）

０２

未実績 100%

０３

100% 100%

０４

未実績 ７個

次世代の保育サービスを検討する
1,586

(1)主な事業
・次世代育成支援行動計画策定事業

エンゼルプランになかった保育サービスの数
①次世代育成支援行動計画を策定する

適正な保育環境を整える

267,505

(1)保育環境整備関連事業
・公立保育所整備費等経費
・児童福祉施設整備費補助金
　　※「あきた保育園・秋田わかばハイム」の老朽化に伴う改築
・へき地保育所運営委託事業
　　※市内６幼児園（上北手、太平、山谷、金足東、金足西、上新城）における運営を、各地区運営委
員会に委託

　＜課題＞へき地保育所について
　本市が「へき地保育所」を設置した当初と現在では、都市化の進展やモータリゼーションの普及等交
通手段の発達など著しく変化しており、本来の「へき地保育所」の設置の目的にそぐわなくなってきて
いる。また、上北手幼児園以外は入所児童数が減少傾向にあり、国の補助基準人数を早晩下回るこ
とが想定され、将来的なあり方の検討が喫緊の課題となっている。
　現在は、地元の意向を確認しながらあり方の検討を行っているが、上北手幼児園を認可保育施設化
し、他の地区の幼児園を、その分園として運営する手法が有力な存続策となっている。なお、諸条件
が整えば、18年４月を目途に認可化を進める方向で検討を行っている。

指導監査指摘事項の改善率(改善事項総数/前年指摘事項総数）

適切な保育サービスを行う

3,580,305

(1)認可公立保育所関連事業
・公立保育所低年齢児受入拡大事業
　　※公立保育所で低年齢児の受入を拡大するため、臨時保育士・臨時看護師を配置
・公立保育所特定保育事業
　　※通常保育の要件（週４日以上就労、１日実働５時間以上勤務）に満たない世帯等に対し保育
サービスを提供
・公立保育所延長保育促進事業
・公立保育所障害児保育事業
・公立保育所産休等代替職員配置経費
　　※保育所職員の産休、療養休暇時の代替職員に要する経費を助成
(2)認可私立保育所関連事業
・私立保育所休日保育事業
・乳幼児健康支援一時預かり事業
　　※病気回復期のため集団保育が困難で、保護者が勤務の都合等により家庭で育児を行うことが困
難な児童を預かる
・私立保育所延長保育促進事業
・私立保育所障害児保育事業
・私立保育所一時保育事業
・私立保育所乳児保育促進事業
　　※乳児（０歳児）担当保育士の安定確保に努め、乳児受け入れの拡大・充実を図る
(3)経済負担軽減関連事業
・保育料の負担軽減
　　※国徴収基準（保護者負担額）の約37％を市が負担
・すこやか子育て支援事業
　　※へき地保育所、認可外保育施設に入所している保育に欠ける第１子の０歳児や第３子以降の児
童の保育料を補助

保育サービス実施率（実施数/必要者数）
①認可公立保育所の保育サービスの充実を図る
②認可私立保育所の保育サービスの充実を図る
③保護者の経済的な負担を軽減する

①保育環境整備を図る
②指導監査を実施する
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